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平成３０年度第４回奈良県・市町村長サミット  

平成３１年１月１５日  

 

 

【司会】  ただいまより平成３０年度第４回奈良県・市町村長サミットを開催いたします。  

 開会に当たりまして荒井知事から一言よろしくお願いいたします。  

【荒井知事】  今日は今年初めての市町村長サミットでございますけれども、勉強会から始

まりますが、今年もよろしくお願いいたします。  

 いろいろな有識者に来ていただいて知恵をつけていただきますので、まち、あるいは奈良モ

デルで行政が効率化、発展するきっかけをつくっていただいております。今年もよろしくお願

い申し上げます。（拍手）  

【司会】  ありがとうございました。  

 私は本日、司会を務めさせていただきます、奈良県市町村振興課長の堀辺でございます。よ

ろしくお願いを申し上げます。  

 初めに配付物の確認をさせていただきます。お手元には、第４回奈良県・市町村長サミット

次第、講師先生の略歴、出席者名簿、会場レイアウト、そして配付資料一覧表に記載しており

ます資料１から４を配付しております。配付漏れはございませんでしょうか。大丈夫でござい

ますか。  

 それでは、サミットのほうに入らせていただきます。本日のサミットの流れといたしまして

は、まず「まちづくりとリーダーシップ」と題しまして、蓑原先生からご講演を賜ります。そ

の後、県から３件情報提供させていただきます。サミットの終了は１７時頃を予定しておりま

すので、よろしくお願い申し上げます。  

 それでは、早速でございますけれども、お手元の次第に従いまして進行してまいります。蓑

原計画事務所代表・蓑原敬先生からご講演を賜りたいと思います。  

 蓑原先生を簡単に紹介させていただきます。先生は、東京大学教養学部アメリカ科、日本大

学工学部建築学科を卒業された後、当時の建設省に入省されました。その後、ペンシルバニア

大学大学院へ留学、茨城県都市計画課長、建設省住宅建設課長を歴任後、建設省を退官されま

して、１９８９年に株式会社蓑原計画事務所を設立されました。以来、都市プランナーとして

ご活躍を続けておられます。詳しいプロフィールにつきましては、お手元に配付しております

のでごらんください。  
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 それでは早速、「まちづくりとリーダーシップ」と題しまして、これまでのさまざまな先生

のご経験を踏まえましてご講演を賜ります。  

 なお、講演の最後に質疑応答の時間を設けており、皆様からの質問をお受けいたしたいと思

いますので、よろしくお願い申し上げます。  

 それでは、蓑原先生、よろしくお願いいたします。（拍手）  

【蓑原氏】  今、ご紹介に預かりました蓑原でございます。お招きを受けまして、しかも奈

良県の知事をはじめ、奈良県のまちづくりについて深い情熱と責任を持っておられる方々の前

で、こういうお話ができることを大変うれしく思っております。ありがとうございます。  

 私、今、ご紹介ありましたように、半世紀、都市計画とかまちづくりをやってきています。

前半は旧建設省、今の国土交通省で都市計画とか住宅政策の制度作り、法律作りと運用をやっ

てきまして、現場でも、茨城県の住宅政策とか建築、都市計画、行政に携わってきています。

１９８５年に役所を辞めまして、民間のコンサルタントとしてまちづくりにずっとかかわって

きたわけです。その間、一貫して私が考えていたのは、都市計画とかまちづくりというものに

は、特に首長さんのリーダーシップが欠かせない要件であって、首長さんたちがどういうふう

にまちづくりに取り組んでいただけるかということによって、まちの姿がすっかり変わってし

まうということを経験し続けてきています。  

 その幾つも実例の中から、１７の市町村にわたってその首長さんとか関係者との対談を『街

づくりとリーダーシップ』という対談集にまとめて出しています。本当にリーダーシップが大

切だということを常々思っておりますが、たまたま奈良県さんのほうから、そういうタイトル

でお話ししてくれないかというお申し出をいただき、喜んで、ぜひ皆様方にそういうことを訴

えたいと考え馳せ参じました。でも、抽象的にそういうことをいくら話してもなかなか分かっ

てもらえないだろうなということで、少し具体的にお話したいと思います。結局のところ、ま

ちづくりというのは、どうやったらばうまくいくのだろうかということを、半世紀にわたる経

験を踏まえて申し上げます。  

第一に必要なことはそのまちづくりの先頭に立ってやっておられる首長さん、皆様方のよう

な方とか、それから主だった職員の方とか、あるいは地元財界の方なんかが、主なエネルギー

源となって進む。そういう方々のエネルギーというか、力というか、そういうものがどうして

も欠かせない、そういう力がずっと持続的に続かない限りうまくいかない。要するに、自治体

の中で、内部から引っ張る力というのがどうしても要るということです。  

 だけれども、そういう引っ張る力というものが正しいものに向かっていくためには、ちゃん
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とした企てをやって、未来に向かって、こういう方向に向かっていくべきだということをきっ

ちりと考えて、そういった思想のもとに、その成果をその都度確かめながら皆さんを引っ張っ

ていくことが必要だ。まちづくりには、たくさんの関係者がおりまして、単に自治体の職員だ

けではなくて、民間の事業者であるとか住民の方であるとか、こういう方を巻き込んで、力を

合わせてある方向に向かって動かない限りはうまくいきません。そういう意味では、どうして

も企てる力、うまい企てにより正しい目標を探して決めることが必要なわけです。これを市町

村の職員、あるいは県の職員の方がやるという場合もあるし、我々みたいな外部のコンサルタ

ントの力を借りてやるという場合もある。いずれにせよ、そういう企てる力が必要です。  

 ところが、幾らいい企てがあったところで実際にそこを実現させるためには、たくさんの人々

を横つなぎにつないでいって、紡いでいって、その人たちが力を合わせて具体的な事業を推し

進めていってもらわないといけない。それがまた非常に大事なことで、そういう横つなぎでつ

なぐという仕事を誰がやっていくのか。最後は、事業として推し進め、結末をつけるように納

めるためには、お金も要るし、マンパワーも要るし、いろいろな民間事業と一緒になってやら

なければいけない、納めていかなければいけない。そういう納めをやろうと思うと、皆の意見

を取り入れるわけにはいかないので、調整し、場合によっては一部の人に、納得の上、遠慮し

てもらう必要がある。政治も絡む、微妙な課題を解決しないといけない。  

このように、たくさんの人を抱え込んだ上で、企て、繋ぎ、納めることを持続的に、粘り強く

進めていかなければいけない。それには、そのような過程を通して全体を引っ張っていくよう

な力、リーダーシップというのがどうしても欠かせないということなのです。  

 こういうことを抽象的に言っていてもなかなか分からないので、一つの実例をお話しします。

２０１１年８月に紀伊半島大水害がありまして、十津川村がひどい水害の被害を受けて、その

翌年、１２年から私は奈良県と十津川村に呼ばれて、そのお仕事、復興のお仕事をお手伝いし

てきたということがあります。それが私をここに呼んでいただいている一つのきっかけです。

十津川村は復興の過程をうまく進め、さらに未来を見据えた動きが着々と進んできております。

たまたま十津川村の更谷村長さんもこの場に来ておられますから、そういうことをお話しする

のはちょっと面はゆいのですが、成果として、確実に上がった村だろうと思っていますので、

お話しをさせていただきます。それが証拠には、その成果は国土交通省からも表彰されており

ますし、それだけではなくて、国連ハビタットのアジア本部からもアジア都市景観賞をいただ

いていて、アジア地域で既に国際的に評価が高いプロジェクトになっています、そういう意味

で、その成果を支えたリーダーシップの一つのモデルとして、見本として話しても良いのでは
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ないかと思います。  

今、私が抽象的にお話ししたような、引っ張ったり、企てたり、それから横につないだり、

そして納めたりという仕事をどういうふうに十津川ではやれてきたのか、その間、十津川村長

さんの強いリーダーシップがどのように働いたのかを、まず具体的に少しお話をしたいと思う

わけです。  

 ご承知のとおり、十津川では２０１１年９月に、明治２２年に次ぐ、本当にひどい大風水害

があって、大きな被害が出て、多くの方が亡くなられた。その復興に取り組まれたわけです。

私は、次の年の２０１２年に奈良県から呼ばれて十津川の復興の事業にかかわるようになりま

したので、その後の一部始終を見守ってきています。  

 最初にやられたのは、村長さんが前々から、常々おっしゃっておられる、時間がかかる森林

の再生を短期で成果を上げなければいけない復興事業とどう結びつけるのかということです。

この災害を十津川の長い歴史を重んじながら、十津川の森林を再生させていく契機にしたいと

いう意志です。そのために、復興の段階から、既に仮設住宅の段階から総力を挙げて十津川の

人材、十津川の材料を使ってやるんだということを強くおっしゃられた。そのことを県のほう

がサポートしてくれた。そのおかげで、非常に優れた形での十津川材の木造仮設住宅を十津川

の大工さんたちがやるという形ができた。その過程で、製材業との連携や地場の大工さんの近

代的な技術に対する訓練、教育も進んだ。それを十津川の技術職員の方がきっちりとフォロー

しながらやったということがあるわけです。  

 それを単純に災害復興という形で片付けると、村の未来につながらない。災害がない、普通

の状態の中では、何十年もかかって、次第に弱っていくような町とか村とかの建物やインフラ

をどう維持再生し、再開発するのかというのが課題として現れ、そのために未来を考えていろ

いろ計画する。それが都市計画や住宅政策の課題になる。ところが、そういう建物とかインフ

ラを一瞬のうちに災害が壊してくれるものだから、急いで建て直さなければならない。しかし、

急ぎ仕事が必要な復興であっても、それが未来へ向かってのつなぎにならなければ、日常性と

は繋がらない断片的な仕事になってしまう。大震災とか大水害なんかによって起こった被害を

復興するということは、災害からの復旧という急ぎ仕事を未来に向けた気長仕事に結びつけな

ければ、未来を見据えた仕事にならない。  

そのため、十津川村の村長さんが常々おっしゃっているような林業の６次産業化ということ

をベースとして、十津川材を使って十津川の大工さん、工務店を使って復興するということの

モデルをまずつくるということから始めたわけです。まず、村と県の職員の方、それから大工
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さんとか工務店の方、設計者の方が一体となって、度重なる勉強会を通じて、まずモデルつく

りから始めた。それが２棟建ち上がり、その実例を村の皆さんが評価した上で、具体的な復興

公営住宅の建設に移しかえていく仕組みができた。 写真を見ていただくと、十津川の村の今

までの風景と断絶感がない、村の風景に溶け込んだ形で復興ができ上がっているわけです。復

興という形である時期で何かができてしまった、それで終わりというのではなくて、そのまま

ずっと引き続き村の風景として生き残るような形で全体を積み上げていくということが、こう

いう形でうまくできたわけです。  

 これは高森という集落の例ですし、これは谷瀬という集落の例です。  

 こういうことの過程を通じて、特に十津川の技術職員の方が本当に献身的な形でやったもの

ですから、地元の大工さんの協力を得て、非常にすばらしい成果が上がりました。  

 しかし、それは災害という段階をどこまで復旧するか、復興するかというところだったので

すが、問題はそういう形で災害に携わりながら、未来へ向かっての足掛かりを作らなければな

らない。災害復興の次の課題として何が問題か。  

十津川は人口の高齢化、人口減という形でいくと、あるところまでもう来てしまっている、

ある意味では非常に進んだ場所であります。そういうところで、これからの村の人の生き方、

住まい方をどう考えていくのか。若い人をどう引き入れるかと問題に先立って、十津川の超高

齢化社会のあり方を考えなければいけない。例えば住まい方で言えば、８５歳を越えると人間、

大概おかしくなってくるので、他人に依存しなければ生きていけない。そのときに、どういう

形で、その地域で住み終えるかということについての備えがないと、病院や施設を求めて、外

に出て行ってしまう。十津川でもそういう形で、山から下りて五條であるとか橿原であるとか、

他の場所の福祉施設を求めて出て行ってしまう。実際に十津川財政の中の２億に近いお金がそ

ういう形で、そういう自治体のほうに付け替えられていくというようなことになっていたもの

ですから、これはまずいのではないかと考えた。村長さんは、今までの経験に照らして、特別

養護老人ホームみたいなところに村民を収容していくのは、財政的にとてももたないから、「中

間施設」という形でうまくそれをつなぐ方法がないかということを考えていた。そこで、みん

なで寄ってたかって考えだして生まれたのが、この「高森のいえ」というプロジェクトです。

これについては県の住宅行政サイドが非常に強い形のリーダーシップを発揮していただいた。

福祉について、厚労省の関係の委員なども務めているトップの先生たちに来ていただいた上で、

こういう形で福祉と建設行政とが一体となった形で、こういう住み終える施設みたいなものを

つくった。これが実はアジア都市景観賞の対象になったのですけども、こういう形で、大きな
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物事の流れを、村が県とか国とかを上手につなぎながらやってきた成果で、それが今の十津川

の成功例に結びついているわけです。  

そういうことを続けていく中で、その一環として、なんどもこういう会議をやり、模型をつ

くり、皆の意見を聞きながら、実際の形を積み上げていきました。リーダーシップがあって、

引っ張る力のもとにさまざまな人の力がうまく紡ぎ出されて、新しいいろいろなアイディアが

出て、次の展開へ結びつけていくようなダイナミックな構造ができてきたわけです。  

 そういうような流れがずっと積み重なる過程の中で、十津川は、たまたま第５次の十津川総

合計画の改定期がきた。この改定の年の前の年には、国の指示で総合戦略というものを立てな

ければいけないということになりまして、その村の総合戦略づくりを踏まえて、災害復興を未

来に結びつける流れを踏まえながら、村全体としてどうするのかを考えた。  

災害復興が契機でしたが、福祉政策と一体となった村づくり政策実現の口火が切られたので、

それを十津川村全体の７区にわたって、これから引き延ばしていかなければいけない。それを

どういう形でやるかということを、この「むらづくりの羅針盤」としての第５次の十津川総合

計画という形でまとめていただいた。  

 その中で非常に大事なことは、日本の行政が、地方分権一括法で本当は県とか市町村に、あ

るいは基礎自治体にいろいろな権限が渡って、財政的な自主権なんかも発生して、自分たちで

横断的にできるはずだということになっているはずなのですが、実態は左側にありますように、

縦割りの制度構造が村の中にも入込んでいて、それが県とか国からの縦割りの行政と直結して

いる。だから、それを村や県で横断的につないでやっていこうとしても組織的になかなかうま

く動かない。自主的に自分たちでそれを考えて実施できるという構造になっていない。十津川

の場合には、それを何とか総合的、横断的にやろうという形で、村長さんのお声掛かりで、一

番忙しいときには二ヶ月に一遍ぐらい、私どもも十津川に伺って、村長さんを中心に村の主だ

った課長さんたちと一緒になって議論し実施に結び付けてきた。そういう横断的な紡ぎの仕組

み、横につなぐ仕組みが、十津川村の場合には非常にうまくやれたのは、実は、奈良県から十

津川に出向で来ていただいていた方々が、そこのつなぎの役割を非常に見事に果たしてきてく

れていたわけです。私が最初に十津川にお伺いしたときには、県から来られて副村長さん、そ

のあとは参事さんでおられた方が、村役場の優秀な人たちのエネルギーをかき立てて、そして

それをつないで一つのプロジェクトとして、村づくりとして横断的につなげていくということ

をやってくださっていた。最初は、災害復興のための会議という形だったのが、これをむしろ

村づくりのためのちゃんとした公式の連絡調整会議として、むらづくり会議を作った。その中
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に我々のように外から知恵を出す人間たち、力を貸す人間たちも加えていただいて、外部の知

恵を遠慮なく出せる場が、一緒になって議論をする場ができている。村の中の体制が変わった

ので、今は年３回ぐらいの頻度になっていますけれども、それでもそういう形でやってきてい

ます。これからも、今まで十津川が築いてきたいろいろな動きをほかの７区に広げていくとい

うような段階に入ってきているので、このような仕組みが続くことを願っています。  

 たまたま「高森のいえ」の場合には、新築で事業を起こしましたけれども、次には西川とい

うところで今度は改築を、空家利用をしながら同じような形での一体化事業をやろうというふ

うに進んでいます。  

 そのときに大きな問題があります。今、非常に、社会的な大きな変わり目に来ているわけで

す。もちろん、一番大きく目立つ変わり目というのは、人口が減少する、それから、人口の高

齢化がどんどん深刻化して超高齢社会になる、これをどう乗り越えるかということが大きな変

わり目ですが、もちろんそれだけではなくて、国とか県がやらなければならないことは、今、

いろいろな文明の転換期と言われるぐらい、さまざまな第４次産業革命と言われるような技術

革新もあり、それからオートメーション、ロボット、そういう形でもって新しい産業形態が発

生して、その中でどういう形で人がうまく働き続けることができるのかということまで考えて

いかなきゃならないとても難しい時期に来ているのです。まさにそれだからこそ、そういう時

代であるからこそリーダーシップがあって、本当に地元から具体的に地元の事情に合わせて変

えていかない限り世の中は動かないという状態になっている。しかし、物事の仕組みを変えて

いこうとしても一挙にはできないので、部分的な一つのプロジェクトの具体的な積み重ねとし

てやらざるを得ない。積み重ねとしてやらざるを得ないというのは、村、県の現場から事態を

変えていかなければいけないということです。  

 そういうことを考えながら、これからのリーダーシップを奈良県で発揮していただく上で、

奈良県で何が大切かということに触れたいと思います。特に奈良県の問題として皆さん方に認

識してもらいたいのは、まずはここに書いていますように、左側にあるのは増田寛也さんとい

う総務大臣をやった有名な方が野村総研でまとめられた、消えていく「消滅可能性都市」とい

う概念によると、奈良の場合にはどうなっているか。２０４０年時点で、２０歳から３５歳の

女性人口が半減する自治体を消滅可能性都市として考えるとどうなるか。こういう形で非常に

危ない場所が、特に県南を中心として多数存在する。  

 それから、右側のほうを見ていただきます。２０４０年という時点で見てみると、もう高齢

化のピークを過ぎてしまっているところと、それからさらに高齢化に向かっていかなければな
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らないというところが、こういう形で歴然をと見えてくる。  

 それから、高齢者人口の推計を見ると人口自体がそういう形で減っていくだけではなくて、

特にここで注目したいのは一番下の濃い色の部分です。８５歳以上の人たちがどういう形で増

えていくかということです。こういう方々に対してきちっと対応しないと何が起こるかと、も

ちろん６０歳以上、６５歳以上の人たち、あるいは７５歳以上でもだんだん弱ってはくるので

すけれども、こういう人たちは、しかし、まだ自分たちで自力で生活ができるし、そんなに若

い世代に対して迷惑をかけないでも生きていけるし、それどころか否が応でも、８０を超え、

８５を超えて、次世代に迷惑をかけざるを得ない人たちを支える側に回ってもらわないといけ

ない。どれだけ若い次世代に負荷をかけないでうまく住み終えてもらえるかについては、以前

なら還暦を越えた高齢者として若い人が支えていた人たちにも社会の円滑な維持に一役買って

もらわないといけません。それが、これからの次世代にとっても全体の日本の活力とエネルギ

ーにとっても非常に大事だということが、見えてくるわけです。  

 これを市町村別に見ると、こういう形での分布になっていまして、高齢化の進捗がどういう

状態になっているかというのが、ここで見えます。  

 それから、この図面、これは実は奈良県の都市計画室長さんの資料をお借りしているわけで

すが、奈良県の中でも今、土地利用の問題とか、どうしても都市計画法だけに頼らず全体の広

域圏や都市圏の問題を考えなければならない事態が発生している。 基本的な理由の一つとし

て、人口の問題もありますけれども、例えば自動車の保有台数と利用の問題がある。日本では

今までは物すごい勢いで自動車の保有台数が変わってきているのでそれに対応せざるをえなか

った。しかし、これからも自動車がどんどん増えますよとはならない。それどころか、地球の

温暖化に照らして、自動車依存を減らさざるをえない状況になっている。もう全く違う形で考

えざるを得ない時代になっているということです。  

 それから、年齢構造について言うと、今までの常識では、２０歳から６５歳以下の人たちが

８５歳以上の人たちを背負うみたいな形で考えていた。そうすると、今の人口構造の趨勢から

見ると、一人で一人以上を背負うようなとんでもないような負担になってしまうことが確かで

す。仮に７５歳ぐらいまでは健常に働いてもらって、あるいは働かなくてもいいけれども、健

常に生活してもらって、そういう人たちを合わせて８５歳以上の人たちの面倒を見るというこ

とを考えても、それでも非常に負担になる人口趨勢になることを前提にしないといけない。  

 何を言いたいかと言いますと、基本的にそういう形の人口構造の中で、我々がこれから考え

なければならないことは、これから造る住宅や都市施設の新設フローではなくて、今あるスト
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ックをどう活用するかを考えざるを得ないことになる。この図面を見ていただくと分かります

が、奈良県の中で左側は１９６０年、昭和３５年に、幅員が５．５メートル以上の道路が一体

どのくらいあったかというと実はストックとして１９６０年には１８５．６キロメートルしか

なかった。ところが、２０１６年になってみると、実はそれが１２１７．９キロにストックと

して既に伸び広がっている。  

 １９６０年の時点で、私がちょうど建設省に入った年なのですが、そういう年に考えなきゃ

ならなかったことは、今ストックがどれだけあるかではなくて、２０１６年までに積み上がる

べき未来へのフローがどのくらいあるか、それをいかに計画的に積みあげるかが課題だった。

我々はそういうことをベースにして物事を考えてきたわけですが、例えば道路一つにとって見

ても、２０１６年になってこれだけのストックがある中で、１９６０年時点と同じように、こ

のストックの５倍も６倍もフローを積み重ねることを考えるのかといえば、それは全くあり得

ないわけです。そうすると、もうこのフローを中心にして未来のための計画をつくるのではな

くて、ストックをいかにうまく利用しながら、使い回しながら生かしていくかと。そのために

フローをどう付け加えていくかと考えざるを得ないということです。  

 右のほうは、住宅についてです。住宅のフローについて言うと、１９６０年から２０１６年

までの新設フローによって、１９６０年時点のストックの３倍ぐらいのフローの量が建ってい

る。しかも１９６０年の時点にあった建物のかなりの部分が壊されていますから、実際のフロ

ーはこれよりもかなり多い住宅の数が建っているわけです。今あるストックをこれからどれだ

け維持し続けていくのか、空き家がどれだけ増えていくのか、さらに新しいフローをどれだけ

付け加えるのかということについては、１９６０年時点で我々が今あるものの何倍もの住宅の

ことを考えなければいけなかった時代とは全く違う時代に入っていることは明らかでしょう。

このような時代に私たちは生きていて、将来をどういうふうに見込みながら立ち回るのか、こ

ういう新しい状況に対応しなければならないのです。  

 そのことについてもう一つ、高齢者人口について考えますと、先ほど言いましたように、ど

うしても若い世代の負担にならざるを得ない要介護３から５の認定者数というのが２０１５年

から２０４０年ぐらいまでにどのぐらい増えるだろう。それが、図のような推計になります。  

 それに対して、現時点で一体どれだけ介護支援が必要なそういう方々に対するケアの施設が

あるのかというと、この紫色の部分が厚労省関係の施設でして、それからさらに国交省がそれ

を補完する形でサ高住、サービス付き高齢者向け住宅という形で付け加えているのが上の青い

部分です。それに対して、現に存在する奈良県の公営住宅、市町村営住宅、県営住宅を全部含
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めて考えても、これから起こってくる必要施設数の伸びに対して、ですから２０４０年時点で

の介護支援が必要な高齢者数に対して、これを全部足してみても足りない。今ある公営住宅を

全部そういう施設に転用しても足りないぐらいの量の施設が必要になってくるということです。 

 では、それに対してどう応えるのかということが本当に切実な課題です。そういう意味では、

先ほどの十津川の先駆的な例が示すように、できるだけ今までの住処に住み続けてもらいなが

ら、できるだけ今の周辺環境も維持してもらいながら、そしてくたびれて、心ならずも他人の

ご厄介にならないといけない、あるいは皆さんと一緒に住んで少しでも心を休めなければなら

ないというときになったら、どういう形で市町村、県が最低限の財政負担をしながら、それを

支えるのかが問われている。そういう風に、最後は面倒を見てもらえるという安心感のもとで、

安んじて今いる場所に住み続け、住み終えるような社会構造をつくらなければなりません。そ

れが大事な住民の命を預かる県、市町村の責務になってきているわけです。  

 何が問題で、どうすればいいのだろうかということをもっと根本的に考えてみると、結局人

口増とか成長時代はモノ本位、施設本位で考えてきた。なぜかというと、先ほどの図表でお示

ししたように、人とかものがどんどん増えていくから施設本位で考えざるを得なかった。これ

から増えるもの、まだ無いけれどもこれから建つものを、どういうふうに考えなければいけな

いかというのが今までの計画とかまちづくりだったのだけれども、これから人口が減っていく、

それから超高齢化時代で実際にはより若い人たちにおんぶしてもらって生きていかなければな

らない人たちが非常に増えていくときに、まちづくりとか都市づくりとかは、今までのように

施設本位でものをつくると、あるいはものを何とかするということで片が付かなくて、人が本

当にどういう形でそこで幸せに暮らし続けるのか、暮らし終えるのかということをきちんと考

えなければいけない。制度や組織をそのために組みかえなければならないが、しかし、それを

やろうと思えば、その出発点は地方からでしかあり得ないだろうということなのです。  

 実はもう既に厚労省では非常に大きな財政資金を使って、徹底的に高齢者の面倒を税金で見

尽くすということはできないという判断をしていますから、地域包括ケア政策という形で、地

域社会でみんなを見守り合うということを考えざるを得ないという方向に既に政策変更のカー

ブを切っています。  

 しかし、施設系のほうについて言えば、そういう形で近隣とかそういう身近な領域の中でそ

れを横断的に考えながら、どういうふうに組み換えていくかということのトータルなまだ仕組

みができていません。  

 そこで、今、私がここで提案しているのは、地域包括ケアという既に厚労省、国の方策とし
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てははっきりとカーブを切ったのと合わせて、地域包括施設・サービスプログラムの一体化と、

ちょっと長ったらしい名前になりますけれども、こういう形で、今度は人本位で、地域から施

設とかサービスの問題を組みかえてかなければいけないということなのです。  

 時間の関係もあり、省略した説明になってしまいました。もう少し丁寧に文章にしたものを

「近隣包括地域政策」という形でお手元にお配りしてありますので、後ほどごらんいただけれ

ば幸いです。  

例えば、人の健常とか非健常の境目がいつ現れるのか、これには切れ目がないし予測がつか

ない。例えばサ高住みたいな、サービス付き高齢者住宅みたいな形でやろうと思っても、今テ

レビなんかでも盛んに問題になっていますけれども、実際には非常に体が弱って、その介護度

の高い人へのサービスのほうが厚労省からのお金がたくさんもらえるものだから、本当は中間

経過施設として考えられているようなサ高住みたいなものが、実は、高齢者の収容施設、高齢

者のむしろ今までだったら特養がカバーすべきような施設としてつくられている。そういう形

になったときに、どういうことが実際に起こってくるかというと、まだ比較的健常な人のため

の中間的な施設であったはずの施設の中で、認知症の人が増えて、サービス付き高齢者住宅で

は対応できなくなるという現実が多発している。 施設の性格を決めて、施設ごとに人を割り

つけていくような形でやっていく限り、どうしたってうまくいかない。人ごとにその人がどう

いう形のときにどう施設で対応したらいいかというふうな人本位の政策のプログラムに変えな

ければいけない。これは今までにはない、行政的には実に難しい仕事になります。  

 例えば、公共住宅政策で言えば、公的な資金を入れた住宅については、人がどれだけ困って

いるからその順番に応じて入れるなんていうことはできなくて、ガラガラポンでやらざるをえ

ない仕組みになっている。しかし、これではやはりうまくいかないのですね。実際の人のニー

ズに応えられないし、それに住宅という施設サイドで答えようとすれば、巨大な財政資金の負

担も強いられてしまうから、それができないことはもう明白です。  

そういうことを地方自治体の側で考え直していって、その地域包括ケア政策とあわせて施設

系の問題を一つ一つ丁寧にやっていっていただかなければしょうがないのかな、そういう方向

しかしないのかなと思っています。しかも、そういうことについては、実は地方分権一括法で

そういう形で地方自治体の責任、特に基礎自治体としての市町村の責任が、責任主体であると

いうふうにはっきりなっていますから、これに対してどう応えていかなきゃならないかという

ことが本当に今、緊急の課題になりつつあるわけです。  

 それに対して十津川村は、今、一石を投じようとしているということです。  
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 そこで、結論的な話になるのですけれども、この難局を乗り越えるために、実際に皆さん方

のような首長さんがどういう形でリーダーシップを発揮していただくのか。  

 まず一つは、地方分権一括法ということで、一応かつての機関委任事務といいますか、国が

実際に政策をやって地方自治体は、それの下請けなんだよという仕組みだったような制度では

全くなくなりました。だから、国が直接、地方自治体の行政に対して手を入れるということは、

むしろほとんどでき難い状態になっているわけです。  

 では、しかし、本当に市町村がそれに応えられるかと、基礎自治体として応えられるという

と応えられないのです。まだ市町村の合併とか市町村の行政が、合併によってもそこまで充実

していませんから。非常に幸せなことには、奈良県の場合には、奈良県という県が市町村と一

緒になって一体として動いていますから、そういう意味での基礎自治体として一体としての動

き方が可能になっていまして、まさにこのことがこれからの乗り越える上での不可欠な要素で

はないかというふうに思うわけです。  

 ただ、最後に付け加えなくてはならないのは、実は今お話しした人口減少とか少子高齢化と

かいう問題よりも、恐らくもっと若い人たちにとって深刻で切実なのは、世界的な動乱期に今

入りつつあるということです。  

 一つはリスクの増大です。このリスクというのは、いろいろな形で今発生していまして、も

ちろん国際的な問題としてのリスクもありますし、テロの問題であるとかそういうのもありま

す。それから、原子力の問題をこれからどう扱うかというようなリスクの問題もあります。  

 さらに、地球温暖化がどんどん進行するということについて、実はかつて１９９７年に京都

議定書というのをつくって、ＣＯＰ３といいますけれども、国連がそういう形での議定書で全

体の環境をよくしようという形で動いていたときには、日本もある種のリーダーシップを持っ

ていました。  

 ところが残念ながら、その後、そういう形の動きから日本が離脱してしまったものですから、

今、地球温暖化の問題について、例えば今、京都議定書に次いで重要な役割を持っているパリ

議定書というのが２０１６年に発効しましたけれども、この段階では日本は地球温暖化問題と

か環境問題についてほとんどリーダーシップをとれなくなってきてしまっていまして、こうい

う問題をしかしどうするかということは避けられない問題ですから、考えなければいけない。

しかも、地球温暖化と直接関係するかどうかは分かりませんが、リスクの中での最大のリスク

は、これから日本に恐らく東海地震、東南海地震というのが非常に近い将来にやってくるとい

うことはほとんど確実だと言われていて、こういうものをどう乗り越えるのかということを真
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剣に仮定して考えなきゃいけない。  

それから、もう一つ、さらに問題なのは、今まで我々は近代というものを非常にいいものだと、

近代の科学技術によって工業が発達して我々の生活はよくなったと、非常によくなったという

ことでずっと来て、今やＡＩの人工知能の世界になり、ロボットの世界になったときに、それ

が本当にそのままでいいものかということが正面から問われ出しているわけです。  

 なぜかというと、それによって確実に雇用の、職業のあり方が変わってきていますから、本

当にこれから社会がきちっとそれに対して、生き生きと生き続けられるような、働いて稼いで

楽しんで生き続けるということが可能かどうか、基本的なところに疑いが湧く時代になってし

まっている。その問題については国とか県がどうしてもそれに正面から向き合って議論せざる

を得ないという状況になってきています。この辺の問題は本当に大きな問題としては、国とか

県とかが真正面から取り組むべき問題になろうかと思います。  

 しかし、そういう問題は国に背負ってもらうとしても、地方が本来背負わなければない問題

が山積しています。今話したように超高齢化社会にどう向き合って対応するのか、確実に変わ

っていく、産業や雇用の構造の変化の中で、地域の人の雇用や生きがいを生み出す地場産業を

どう伸ばしていくのか。ＡＩとかロボットによって職が失われていくような人たち、一旦、定

年を迎えた後に、社会的な仕事に参加することを求める高齢者に対して、どのような対応を考

えるのか。今までは家業型の社会から企業型の社会に向かうことを前向きの対応だと考えてい

たのですが、企業や役所などでは収容しきれない大量の潜在的な労働力が発生するのです。そ

の時、もはや企業型ではない、個業、一人一人が自分で新しいお店を開いたり、農地を開いた

り、いろいろなことをやっていくような個業型の世界みたいなものをつくっていかなければい

けないのではないか。こういう問題について、国がやるべきことは大きなシステムの転換を進

めることですが、実際の人に対するケアーはほとんど何もできない。地方自治体が自ら自分た

ちの生活圏域の問題として組み立て直して行かざるを得ない領域になってきていますから、そ

のことを認識して、これから取り組んでいただかなければならないのではないかと思っていま

す。  

 私は、そういう意味では非常に幸せでした。今からもう六、七年前になりますか、奈良県庁

さんのお呼びで十津川村に入ることができて、県と十津川の人と職員の方々と一体となって仕

事を続けていきながら、将来が明るいというふうには見えるところまではなかなか行かないの

ですけれども、一歩一歩、そういう方向に向かって手さぐりで前に進むことができました。  

そういう意味では、奈良県にはそういう可能性があることを感じることができました。私は
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強く奈良の未来に期待しているし、信じていますので、ぜひ皆様方の力でそういう新しい、難

しい時代を乗り切るような動きを起こしていただくことを願っています。そのことによって奈

良モデルが日本のモデルになるように一つの大きな動きが巻き起こることを期待して、私のお

話を終えたいと思います。あとはご質疑に応じてお答えいたします。（拍手）  

【司会】  蓑原先生、どうもありがとうございました。  

 それでは、蓑原先生へのご質問がございましたらお願いいたします。挙手をお願いできます

でしょうか。係の者がマイクをお持ちいたしますので、よろしくお願いいたします。  

【並河天理市長】  蓑原先生、とても貴重なお話をお聞かせいただきまして、誠にありがと

うございました。私、天理市長の並河と申します。  

 本県におきましては、荒井知事のリーダーシップのもとで本当に市町村のまちづくりを県が

一緒にお考えをいただいておりまして、さまざまな協定なども結ばせていただきながら、財政

的あるいは人的なサポートもいただいているところでございます。  

 そんな中、本日、地域包括ケア等にもつながるお話をいただいたわけでございますが、やは

り私ども今、福祉関連、介護関係、相当予算は伸びておりますし、またやはり介護保険料に関

しても非常に上がってしまっている状況の中で、高齢者の皆さんが住み慣れた地域でお暮らし

いただくための施策というのが最重要であるというふうに思っております。  

 参考資料でお配りいただいたさまざまなご示唆のうちで、例えば本市でも移動販売でしたら

従来の公民館の場所を移動販売の場所に提供するであるとか、あるいは地域包括支援センター

の事業者さんと連携をしたような見守り活動ですとか、いろんな活動をやっておるのですけれ

ども、そこにおいて先生がおっしゃった既存ストックの活用というところも非常に大事だと思

っております。  

 ただ、こちらにつきましては、当初の整備目的でありますとか、公営住宅について若干ご指

摘があったかと思いますが、あるいはその用途の変更、あるいはその中山間部におきましては

土地の境界すら、もうはっきりしていないようなところを用途を変更しようと思うと、それも

相当の予算を投じないといけなかったりして、なかなかその既存のストックをうまく今の時代

に合わせて転換するというのはハードルもあるところかなというふうに思っております。そう

いった中において、本来であれば、国全体として法的な面からもということだと思いますが、

今日、まずは私ども地方自治体のほうが先駆けて頑張れという叱咤、ご激励かというふうに思

いますので、十津川村様の事例を教えていただきましたが、また全国の他の都市部等において、

こういった形でうまく解決した事例があるよというようなものがございましたら、ぜひご教示
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いただけたらと思います。よろしくお願いいたします。  

【蓑原氏】  今のご質問については大変申し訳ないのですけど、私は十津川よりも進んだ形

で何かうまくやれているという実例を存じ上げていません。まだ、ひょっとしたらないのかも

しれないし、あるのかもしれない。私が知らないだけなのかもしれません。  

 ただ、問題は仮にそういう例があったとしても、例えば十津川の例は天理には当てはまらな

い。恐らく天理の状況というのは、私には全く分かりませんが、非常に違う構造を持っている

のではないかというふうに思っています。だから、どうしても今のようなことをお考えならば、

やっぱり天理の中で本当にそういう形で、天理で住み続け、住み終えるためにどうしたらいい

かということを自らお考えいただく、それをぜひお願いしたいと思うわけです。そうしない限

り、恐らくいい答えは出てこないだろうと思います。  

【司会】  ありがとうございます。ほかにご質問等ございませんでしょうか。せっかくの機

会でございますので、よろしくお願いしたいと思いますが。  

 それでは僣越ですが、司会から一つ質問させていただいてよろしいでしょうか。  

 基本的には住民のニーズに合ったものということになるかとは思うのですが、住民のニーズ

ということになりますと、この社会の暮らし方とかに非常に多様性が出てきておりまして、さ

まざまな生活の仕方というのがあると思うのです。かつてであれば、皆さん、同じような住宅

に住むというので、同じような生活されていたというのが前提だと思うのですが、今は例えば

山のほうで住みたいという方もおられれば、都市でまさにＡＩを活用して自分の体はもう動か

さないで生活したいという方もいろいろおられると思うのです。  

 そういった中で、やはりそれぞれのまちに合ったやり方をやったほうがいいというのは分か

るのですが、そういうふうなところに対応していくのもなかなか難しいと思うのですが、まず

そのニーズの把握の仕方、それとそれを把握した上で進めていくに当たって留意する点等ござ

いましたら、ちょっと教えていただけたらと思うのです。  

【蓑原氏】  ありがとうございました。  

 とてもいい質問をいただいたので、実は一つ説明しきれなかったことについて説明したいと

思うのですけれども、実は私が１９６０年に旧建設省住宅局住宅建設課というところに入った

ときには、公営住宅のまだかなりの部分が木造であり、それからせいぜい２階建てのプレハブ

でして、中耐と言っていましたが、中層建築耐火構造という今のアパート型の量をどれだけ増

やすかということが我々の課題の中心でした。ですから、一生懸命それを増やそうとするので

すが、実はなかなか増やせない。なぜ増やせないかというと、例えば水回りについて、その当
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時、どういうことがあったかというと、例えば流しをつくると。コンクリートの４階建ての中

で流しをつくるとなると、流しというのは今だったらば、それこそちゃんとした部品があって、

それを買ってくれば何でもないかのように思いますが、その当時は実は流しというのは、木造

の木の箱にトタンで板を張って流しにするか、さもなければ人研ぎといいまして、コンクリー

トの中に石みたいなものをはめ込んだやつを研ぎ出して、人研ぎ流しというすごい重い流しを

つくるか、そういう形しかなかったわけですね。一事が万事で、中層耐火建築物をたくさんつ

くろうと思っても実際はつくれない。だから、予算を付けたところで落札しないというような

ことがたくさん発生しました。  

 そこで、我々が考えなければならなかったことは、住宅の部品の開発であるとか標準化であ

るとかそういうことを含めてずっとやってきたわけです。それが大量供給時代の仕組みであり、

今までそれが成功してきたがゆえに超高層に至るまで、非常に工業的に大規模な企業なりそう

いう形でもって機械的な解決ができている。  

 ところが、今のご質問のように、実はこれから起こってくる問題というのは、そういう形で

の大量供給、大量消費型では対応できない。では、本当に昔あったような地元の大工さんとか、

地元のそういう工務店とか、あるいは地元の設備屋さんというのがいるかというと、もういな

くなってしまった。だから、どういう形でそういう形で決めの細かなストックの建て替えとか、

修繕とか直しとかそういうことに対応していくかということについては、新たなもう一度、１

９６０年代と逆転するような形でもって新たな小規模な、しかも単純に金儲けだけではなくて、

生業として地域社会と一体となってやっていくような、そういう新しい産業の形態をつくって

いかなければならない。それは国では決してできません。今やもう自治体がそれを背負ってい

ただかざるを得ませんから、ぜひ今のような地域包括ケア、地域施設の総合整備というような

ことを考えるとすれば、あわせてそういう地域のそういう家守り産業とか、まち守り産業をど

ういう形でつくっていくのかを合わせて考えていただきたい。  

 実は萌芽的にはさまざまな形でＮＰＯの形でやったり、あるいは個人事業主なんかでそうい

う形のことをやり出している人は増えてきていまして、そういう人たちをうまく一緒になって

協力しながら、ぜひ地元でそういうのを育てていただくということも、また重要な政策課題だ

というふうに思っています。  

【司会】  ありがとうございました。ほかにございますでしょうか。せっかくの機会でござ

いますので、何か思うところ等、述べていただいたらと思います。よろしくお願いします。  

【松井桜井市長】  蓑原先生には貴重なご講演をいただきまして、心から御礼を申し上げた
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いと思います。桜井市長の松井と申します。  

 今、先生からお話を聞かせていただいていて、奈良県の場合は荒井知事を中心に市町村の抱

えている課題を定期的に市町村長サミットを開いていただいて、それをいかに解決しようかと

いう形で奈良モデルという形で進んでいただいて、やはり人的にも、あるいは予算的にも応援

していこうというふうになっていますが、一つ今、先生のお話を聞かせていただいて、医療も

福祉もそうなのですけども、今までは病院完結型から地域完結型へというふうになってきます

と、地域包括ケアシステムを充実しないといけないというふうなことを十分分かっているので

すが、どちらかというと、国は地方創生と言っていますが、もう市町村がいろいろなことをや

っていくと、人口減少になってきて地方交付税を減らしたりするような形で、今、国のほうの

方針にもちょっと不満を表明しているのですけど、そういうような形のことをうまく国のほう

へ話をしていって、もっと地方のためにやってもらいたいということを市長会あるいは町村会

を通じて国のほうへ話もしていきたいなと思うのですが、どういうようなやり方でやっていっ

たらいいのか、ちょっと教えていただきたいなと、そのようにも思います。よろしくお願いい

たします。  

【蓑原氏】  非常に難しいご質問でして、実は私も国の官僚だったことがあって、なかなか

なぜ今のおっしゃったような問題に対してうまく対応できないかというと、要するに国の官僚

組織も官僚組織ですから、やっぱり官僚組織とかその回りにある業界とか、それから政界の一

部の人たちが結託して、今ある構造をできるだけ変えないようにしたいという動きがあって、

今おっしゃったように地方が困っていて、本当に何かやりたいなと思っても、なかなかそうい

うふうにはいかない。  

 しかし、それでは困るから何とかしろよというので、例えば特区という制度をつくって特別

に認めると。私も最初は特区制度というのがいいのではないかと思っていたけれども、全く逆

の方向に動いていまして、特区ということを通じて逆にきめ細かな、箸の上げ下げまで指示す

るような構造ができてしまっているものだから、地方はますます動きがとれなくなってきてい

ると思っています。  

 しかし、私はかつての官僚のＯＢとして見ていますと、実は中央の官僚が地方の自治体のい

ろいろな仕事に対していろいろな締めつけをするということが非常に弱くなってきている、締

めつけられなくなっている。だから、逆に地方自治体が、現実的な動きをして理屈で抵抗がで

きないような形で合理的な仕事をきちっとやっていくと、少々法律からはみ出そうと今の財政

の基盤から少し違うような方向に動いたとしても、それを許容していくような方向、余地が私
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は増えていると思っています。  

 実は、十津川の話も、余り大きなことはここでは言えないかもしれないけれども、制度とし

てはひょっとしたら本当の中央省庁が言っている制度とは違う筋を流れているかもしれない。  

 しかし、実は十津川の本当に必要なことから言えば、そちらのほうがいいのだということに

なれば、先ほどの話のように、国交省住宅局から出向してきている課長まで県の職員、十津川

の職員と一緒になって、それを支えて、進めていくという構造もできていますから、私は首長

さんのそういういろいろな責任とか努力は、これからさらに大変になると思いますけども、頑

張っていただければ、私は余地が増えてきているというふうに思っています。昔のほうが中央

省庁が締めつけようと思えば締めつけられやすかったけど、今はそういかないからいろいろな

ことをむしろかなりのびのびとやられたほうがいいと私は思っています。  

 首長さんの責任はそれだけ大変ですけれども。  

【松井桜井市長】  ありがとうございました。  

【司会】  ほかにございませんでしょうか。  

【蓑原氏】  どうもご静聴、ありがとうございました。（拍手）  

【司会】  それでは、知事総括をお願いいたします。  

【荒井知事】  ありがとうございました。  

 蓑原先生は大変若々しい弾力的な発想でいろいろものを語っておられます。それで、参考に

なりましたが、まだまだちょっと時間が足りないなという印象でございますが、もう少し幅広

くご質問という形になりますけれども、一つはほかの論文でも書いておられる土地問題ですね。

地方の土地、今日は建物ですが、土地、日本の土地は言ってみれば農水省と建設省で所領を、

守護を分けているような感じですね。守護の争いみたいな感じで、それも書いておられました

が、今日は都市計画の話ですが、都市計画区域に入らない地域をどうするかという課題は地方、

抱えております。農地と森林ということでございますけれども、それで地方で勝手にできる土

地政策、土地利用計画というのはないのものかということを考え始めておりますが、都市計画

マスタープランというのをつくる役目が県にあるのですけれども、その都市計画に入らない、

農地というのは勝手に工場を建てたいとか農家住宅建てたいとかって、そういう都市計画法の

動きから、前からずっとあるのですけれども、今、日本の田舎は余りきれいでないわけであり

ますので、きれいにするのは整序しなければいけない。地方がその地方分権一括法でもこの分

野、なかなか手が出ないのですが、きれいな田舎の土地、きれいな田舎をつくるには、土地利

用計画を何かうまくしないといけないというようなことを、例えば農地は全部農地のまま買い
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上げて、それを集約するとか工業ゾーンと分けるとかという権限を、これは条例でできればそ

れに越したことがないのですが、それで国と紛争になったら紛争処理機関に言えばいいじゃな

いかと思ったりするのですけども、土地利用の地方参画ということについて先生のご発想とい

うことが一つのポイントでございます。  

 二つ目はまちの賑わいをつくるということですが、まちづくり計画を市町村と一緒にやろう

ということで、２６市町村と５４の地区計画で今検討を進めております。その大きなポイント

は、テーマはいろいろあるのですけども、奈良県の場合は鉄道駅周辺と社寺周辺というような

ことが大きな要素になっておるように思います。鉄道駅周辺の賑わいというのは、シャッター

通りをどうするか、空き家対策をどうするかみたいな話にもなるのですけど、鉄道駅の周辺を

どうするかということについてのアイディアとか、社寺周辺、参道づくりとか社寺振興、社寺

が、宗教がすごくへたってきているような感じがしますけれども、宗教はある面、社寺が元気

なほうがいいかと思いますが、奈良のモデルでは周りで賑わいをつくって、社寺についでに参

ってもらってお賽銭を入れてもらうというプロジェクトで進んでおりますが、そのために社寺

の周辺で遊ぶ場所をつくらないといけないと、こういうコンセプトでまちづくりを県はやり始

めております。社寺の周辺の賑わい、社寺が振興するようにというようなこと、鉄道駅周辺を

どうするかと、賑わいづくりの発想で何かご示唆がありましたら。  

 三つ目で、最後ですけれども、今は高齢者が住まいやすい地方、また地方に高齢者が来てい

いよということで、若者が地方に来る手はないのかということなのですけれども、今、デジタ

ル化とグローバル化が進んでいる中で、地方が先ほどの最後のページに書いてあるのは個業と

かＡＩ革命とかといったときに、デジタル化で地方に若者が来る要素もあると思うのですけれ

ども、先週、リチャード・ボールドウィンというパパ・ブッシュの経済諮問会議の委員長をし

た方が奈良に来られてちょっと話をしたら、デジタル化で若者がニューヨークに集中していた

のが生活コストが高くなって地方に流れ出ていると。東京も同じようなことで、地方でそうい

う先生の言葉で個業の創出、雇われていない、雇用じゃない、自分で事業を起こす人たちがデ

ジタル化の時代で地方に巣くうといったようなことは可能かどうかというポイントなのですが、

その地方で条件は何がいいですかとリチャード・ボールドウィンに聞いたら、デジタル化とか

非常に贅沢なＷｉ－Ｆｉ、それとテレビジュアルな機能が要る、テレビジュアルな機能が要る

ということは、テレビに映って世界のどこの誰とも会話できるとかスマホでテレビに映りなが

ら、「おい、元気か」というようなことも含まれるのもしれませんが、そのようなのが要ると

いうようなことを言っていました。そこから個業といっても、一人で来てパソコンに向かって
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いるだけでは、なかなか発想が豊かにならないので仲間で集ったり、多少意見交換するプラッ

トフォームみたいなのが要るよと、それがあれば、スイスの田舎でも、そういうデジタルをも

とにした大きな会社に育つような若者が集まっているよというようなことを言っていましたの

で、それとこれから日本は東京集中から地方にそういう高度な人材が行かないかと、高度な若

者が来ないかという発想で、何か先生のご示唆があればと。  

 この最後のページ、「地場産業」と書いていますが、リチャード・ボールドウィンはクラフ

トインダストリーだと言って、クラフトビールの発想で、地場ビールの発想でクラフトインダ

ストリーと、これは木材とかいろいろあると思います。それはデジタル化とちょっと違います

けども、そんなこともあるよと言っていました。  

土地問題の話と賑わいづくり、まちづくりの中で賑わいづくり、そこからデジタル化で若者

が地方に来るといったことについての先生のご発想を、ちょっと時間いただければと思います。 

【蓑原氏】  ありがとうございました。  

 時間の関係で、近隣地域の問題というのが、特に若い人の負担を軽くするためにもどうして

も必要だから、どうしてもそこに重点を置いてしゃべってしまったのですけども、今、知事さ

んがおっしゃった三つの問題は、それぞれ最も基本的な問題の一つ一つで、ちょっと時間をい

ただいて少しお話しさせていただきます。  

まず第一の問題、新都市計画法が１９６８年にできたときに、実はコンパクトな都市をつく

るという考え方のもとにつくられていて、明らかに今の都市計画法というのは、コンパクトシ

ティづくりのための法律だったのです。それを支えていたのが農水省でした。  

 ところが、それがなぜうまくいかなかったかというと、今まさにご指摘のように、土地利用

のコントロールができない、土地制度についてのかかわり方が都市計画の法の中でなかったか

らできなかったということなのですね。農水省が、農民地主の意向を重視して、宅地化を抑え

て農地を守るという方針を変えてしまった。実は、その問題について、一番神経を尖らせてい

たのは田中角栄でして、田中角栄は実際にもう総理大臣を辞めた後、いろいろ考えていた。  

やっぱり都市計画法がまずいと、何とかしなければならないというので、私はまだ建設省の

都市計画課にいたものですから、若いやつ１０人ぐらい砂防会館に呼び出されました。そのと

きに彼が言ったのは、彼はやはりそのことに気が付いていたものだから、都市政策をきちっと

土地利用計画で支持しないとうまく動かない。それを実は国土利用計画法でやれるのだという

ことを下河辺淳（国土庁）が言ったから、俺はその言うことを聞いて土地利用計画法の成立に

力を尽くしたが、国土利用計画法が結局は動かなかった。俺はだまされたと、だから都市計画
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法の抜本的な改革をやりたい、だから力を貸せと言う話でした。しかし、それは下河辺淳さん

がだましたわけではなく、国土利用計画法を駆使する行政の手足がなかっただけでなく、せっ

かく土地制度に斬り込む制度設計をしたのに、斬り込めなかっただけです。だからこの法律に

よって土地利用の実態を変えることができなかった。 結果的に国土利用計画法による土地利

用計画は、個別法を重ねて、それをただもう一度念を押すだけの話になってしまっている。で

すから、まさにご指摘のように、本当は土地制度と一体となって、特に土地制度も、さらに明

治以来全くちゃんとやってない公図をちゃんとつくるというところから始めて、きちっと日本

国土全体をもう一度、ちゃんと測り直した上で、土地政策と土地利用政策を結び付けるという

ことが必要なわけですが、残念ながらそれが今、できていない。ご指摘のとおりです。  

 できてないから、では、今、何が起こっているのか。実は今、大量の空き家問題とか、空き

地問題が発生している。こういう問題をどう解くかというのが私は非常に重要な問題だと思っ

ていますが、知事もよくご承知のとおり、法務省というのは最も保守的な省庁ですし、特に日

本の法律学者の中で、恐らくそういう問題について積極的に議論する人ってほとんどいない、

官僚の中にもほとんどいません。例えば地方自治法で、あるいは地方の条例で何かできるかと

いうことについて、非常に積極的なことを法律的な知識を持ってちゃんと議論してくれそうな

人がいるとすれば、上智大学の北村先生とか、それから今、国交省を辞めてしまいましたけど

も、国交省の官僚だった佐々木晶二さんとか、非常に数が少ない。そういう人たちは、そうい

うことを一生懸命考えていますけれども、本当に民法的なレベルで議論しようと思っても非常

に難しいと考えている。恐らく学会も含めてそういうことについて課題解決的に前向きに考え

るのが非常に難しいと考えると、現実的には、地方自治体で具体的に行政法の領域の中で、地

方自治法を基礎に考えるか、行政法的に自治的に一つ一つこなしていくよりしょうがないので

はないかと考えている。そうすると、行政法の領域の中でということになれば、やはり場所を

限って、その場所の中でどうするかということを、いわば公的な事業としてきちっとやってい

く中で、どういう形で不在地主の問題を片づけるとか、十津川でも実はそういう問題がたくさ

んありまして、調べていったら十津川の土地の権利者の一人がブラジルにいるとかそういうこ

ともあるわけですね。そうするとそういうことを片づけようと思うと、やはりご指摘のとおり、

今、本当にそこが問題なのですが、法律的な解決をしようと思っても、今の日本の学会とか、

それから官界の状況は非常に難しいので、私はむしろ現場で地方自治体ベースの中でいろいろ

やっていって、それで社会的な軋轢を乗り越えながら実績をつくっていくというのが一番てっ

とり早いのではないかと考えています。北村さんとか佐々木さんと話しても、やはりそういう
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ような結論になるのではないかと推測します。私にはそのぐらいのことしか残念ながら申し上

げられない。  

 それから、２番目の問題は本当に深刻な問題でして、一体我々は本当に賑わいのあるまちを

これからつくっていくのだろうかと。都市計画法というのは、賑わいのある町をつくるために

商業地域があって、そしてその周りに住居地域があって、工業地域があってというような、そ

ういう賑わいのあるまちのイメージを持って考えていたし、その中には当然、さっき知事がお

っしゃった鉄道駅周辺とか社寺とかそういう集客施設の周辺をどうするかというふうな考え方

も含まれていたわけですけれども、残念ながらそれがほとんど壊滅的にうまくいっていないの

です。なぜかというと、流通業とか商業の構造が変わってしまいまして、実際に賑わいの担い

手である家業型の商店が成り立たなくなり、商店街が消え失せつつあるという実態になってい

るからです。  

 しかし、調べてみますと、我々がまちだと思ってつくってきたイメージしているようなまち

というのは、実は戦前と戦後の何十年かぐらいしか、生きていた時期がなかったのではないか。

 例えば、私どもが子どもの頃、東京の目黒というところで暮らしましたけども、町に買い物

に行くのではなくて、御用聞きが来ていろいろなものを配達して届けるというのを家庭で使う

とか、そういう生活構造をつくっていたし、賑わいというのがあるとすれば、それは本当に昔

の繁華街とか、特定の縁日の日に発生していただけでは無いか。いわば、時空間的には限られ

たところで賑わいをつくっていたわけです。町という形で賑わいを取り戻そうとすれば、その

担い手をどうするかということから考え直さないとうまくいかないのです。富山市は、その努

力をした最も先進的なところでして、富山の再開発というのは非常に先駆的で実績もあります

が、そういう再開発事業をやろうと思っているところでもお店がシャッター通りになってしま

うものですから、チャレンジショップという形で空き店を借りて富山市が商工会議所と一緒に

なって、新しい商業の担い手を育てようという形の事業をやりました。最初は非常に安い賃料

でいろんな努力をさせて新しいお店を開かせて、うまくいけば空き家、空き店舗に回すという

ようなことをやっていたのですが、すぐそれも底をついてしまいました。要するに、もうそう

いう形で個業的に動く人材が商業の領域に新しくあらわれてこないという社会構造が発生して

いて、その代わりにコンビニとか、郊外の巨大スーパーが現れ、賑わいを吸収してしまってい

る。今おっしゃったようなやり方で、どうやったらば、本当に賑わいを持たせられるか、本当

に難しいところです。  

 例えば、私が、いつも不思議に思っているのは、浅草という、東京の中でもおもしろい賑わ
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いの場所です。どうしてあんなに一級の繁華街がほかのところのようにどんどん再開発されて、

しまい、結果として、逆に、今の浅草のような賑わいが失われていってしまうように、なぜな

らないのかというのが不思議だった。たまたま、この間、ちょっと調べて見て分かったのです

けれども、何のことはない、浅草のあの周辺はほとんど全部浅草寺の所有なのですね。浅草寺

には都市部というのがあって、その都市部は、実は借地をするお店の人たちがちゃんと経営し

続けることができるような地代しかとらない、逆に大規模な開発なんかしないという形で浅草

寺の周辺を守っている。ですから、これは公共的な手段で守れているわけではなくて、家業型

の店を引き継ぐ人が浅草にはいて、それが継続できるような地主の意思があるということが分

かりました。  

 全く逆の現象が起こっているのが吉祥寺でして、あそこの吉祥寺の周辺も実はお寺の所有地

が多いのですが、そのお寺は土地の有効利用に熱心で、大規模資本がそれに協力しているよう

です。だから吉祥寺の賑わいは、基本的に大規模資本がつくった賑わいだから、今後どうなる

のか、これからどのぐらい続くかというとわからない。本当に吉祥寺の魅力をつくっていたよ

うな個店はなくなり、やはりさびれていくのではないかということを僕は危惧している。今、

知事がおっしゃったような形での賑わいをこれからどうつくっていくかというのは、本当に難

しい仕事だろうと思います。  

 でも、奈良市とか、周辺の街を少し歩いて見ても、いろいろなところでぽつぽつと新しいお

店、特に飲食関係が多いのですけれども、新しいお店が開かれていて、新しく人の賑わいをつ

くるような人が出始めているように見える。先ほど申し上げたようにＡＩ、ロボット問題の中

で、企業とかそれから役所みたいな大組織が雇用を吸収する力が足りなくなると、どんどんそ

ういう形での個業的な人が増えてくると思っていて、そういう人にチャンスを与えるような場

所をどういう形でつくるかということが課題だろうというふうに思っています。  

 そのつくり方についてどうするかというのが３番目の質問に関連していまして、本当に今、

若い人たちの中でもう大都会は嫌だ、あるいは大都会の周辺の何か虚しい環境の中にいるのは

嫌だから、田舎に行きたいという人は実際増えていまして、そういう人たちがいろいろなとこ

ろにやってきています。  

 この間もたまたま私、那須に友達がいるものですから、那須ってどんどん変わっているなと

思って、不思議だなと思ったらテレビでやっぱりそういう現象が報告されていました。那須の

山の上のほうの人で、那須のまちの賑わいをつくろうというので、最初は一人から始めて、非

常にいいパン屋さんとかいいお菓子屋さんとかいろいろな人を一人一人、一本釣りで引き寄せ
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てきた。確か今、１７軒か１８軒か何かになっているということのようなのですが、私はもし

あるとすれば、そういうようなやり方が一つの実際的なやり方だと思っています。ここでも、

もう見通しや計画の提案ではなくて、実際の人の行動が起爆剤になるということだと思います。 

 それから、それは先ほど知事がおっしゃった特にコンピューター関係などの人を集めようと

すると、決定的なことはですね、そういう業界の一種のカリスマみたいな人が一人来ると、そ

の周りに人が集まるというのはもう一つの法則になっているようです。例えば東京の中でも、

何で恵比寿があれだけ伸びてしまうのかとか、なぜ特定の場所にそういう人が集まるのかとか

いうのは、そういうカリスマ的な人がたまたまそういう場所を選ぶと、その周りに人が集まっ

てくるというようなことがあるようです。  

 どうもそういうことを考えると、やはり本当に人を見つけて、その人をどうやって１人１人、

手間隙かかるけれども、引き寄せなければならない。恐らくそれは行政の力ではなかなか難し

いから、やはりＮＰＯみたいなものをつくって、行政の外に一本釣りで人を集めるような仕組

みを一つ一つ、つくっていかないといけないのではないかと、そんなふうに考えています。  

 そういうことが始まれば、ネット使って宣伝をするとか、いろいろな形で広げることはでき

ますから、システムに繋げることはできるのですけれども、問題はそういう口火を切るような

人をどういう形で呼んでくるかです。そういうことはやっぱりやってみなければできない、本

当にこればかりは。昔みたいに、こういう業種のこういう人を連れて来ればいいとか、これだ

けの人が来るはずだとか、そういう予測はほとんどうまくいかない状態になっていますから、

やはり足で歩く、人と人とをつなげるというようなことを真剣にやる人をＮＰＯ型の組織の中

に抱え込んで、行政主体が一体となって動いていくというようなことしかないのではないかと、

こんなふうに思っています。  

【司会】  それでは、これをもちまして先生の講義を終わらせていただきます。先生、どう

もありがとうございました。（拍手）  

 質問をいただきました天理市長様、桜井市長様、ありがとうございました。  

 それでは、次第に従いまして県からの情報提供に移らせていただきます。本日は三つの案件

について説明をさせていただきます。説明をいたしました後にまとめて質問時間をとっており

ますので、質問等ございます場合は、そのときによろしくお願いいたします。  

 それでは、まず「ＡＩ活用試行事業」についてということで、情報システム課の鎌仲課長か

らご説明を申し上げます。よろしくお願いいたします。  

【鎌仲情報システム課長】  失礼します。県情報システム課の鎌仲でございます。私からは、
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平成３１年度当初予算編成において今、検討進めておりますＡＩ活用試行事業についてご説明

をさせていただきます。  

 事業の概要でございますが、県では今、働き方改革、それと業務の効率化の取組の一つとし

まして、ＡＩを活用した住民からの問い合わせ、対応業務の自動化ツールの導入準備を進めて

いるところでございます。  

 ＡＩの技術を活用することによりまして、住民サービスの向上、それと職員の負荷軽減、こ

れが見込めるということから、県だけでするのではなくて、県と市町村が一体になって導入を

進めていくということが重要であると考えております。  

 今、これはあくまで平成３０年１２月の時点の要求段階の数字でございますが、県分とあわ

せまして５市町村分の導入経費、これを県費１０分の１０で予算要求しているところでござい

まして、４月以降に参加募集を行った後、５団体を決定させていただきたいという運びで考え

ているところでございます。  

 事業の内容につきましては次のページをごらんください。  

 住民対応業務の現状でございます。面談でありますとか、電話による問い合わせ対応、これ

は結構職員の勤務時間を長時間使うことになります。私も昔、相談を受けたことがあるのです

けれども、１本電話を受けたら下手したら半日ぐらい電話を受けるということもありまして、

こういった事態もあります。  

 それから、平日の９時から５時までの窓口対応だけでは、なかなか多様化した住民さんのニ

ーズに対応できないといったことも考えられます。  

 ホームページにＱ＆Ａを載せて時間外対応をされているという団体はかなり多くあります。  

 ただ、住民さんにとっては、なかなか自分で探して思った答えにたどり着くというのは厳し

いものがありまして、なかなかたどり着けないといったストレスからトラブルにつながったと

いったケースも想定されます。  

 これを解決する一つの手法が今回提案させていただきます住民のスマホと自治体のＡＩツー

ルのコラボでございます。総務省の情報通信白書によりますと、インターネットの閲覧は、従

前はパソコンが主だったのですが、今ではスマホの利用によるインターネットの閲覧が圧倒的

に増えておりまして、逆転現象が起こっております。  

 スマホは時間と場所にとらわれず、住民と行政をつなげるツールとしてかなり有効的なツー

ルと期待ができるところでございます。  

 また今、ＡＩ技術が結構進歩しておりまして、簡単な問い合わせ対応でありましたら、２４
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時間スマホで即答できるといったサービスが始まっております。  

 既設のホームページにつくられておりますよくある質問でありますとか、Ｑ＆Ａ集がありま

したら短時間でＡＩツールの自動化が可能となってきております。  

 次のページですが、これが具体的なイメージでございます。この茶色の画面は今現在の県ホ

ームページに掲載しております、これは奈良県文化会館のよくある質問の一部でございます。

このＱ＆Ａに載っております質問、それと回答の部分をチャットボットといいますＡＩの自動

会話ツールに登録しますと、住民さんがスマホの画面で音声で話しかけたり、指でフリック入

力というのですかね、指で入力した質問に対しましてＡＩツールが質問内容を理解してＱ＆Ａ

の中から必要な箇所だけを自動応答するという仕組みがあります。  

 昨年、兵庫県の三田市さんで実証実験が行われまして、その結果が下のグラフのとおりでご

ざいます。３カ月間の実証実験だったのですけれども、約３０００件の問い合わせがあったと

いうことでございます。その中のごみとか子育ての分野での自動応答が実施されたということ

でございます。  

 その内訳なのですけれども、全体の約４割がごみに対する問い合わせだったという結果が出

ております。それから、時間外の問い合わせでございますが、約３割、９時から５時ではなし

に、それ以外の深夜帯とか含めまして約３割の問い合わせがあったということでございます。  

 次のページに参考としまして、今、既にＡＩによる問い合わせツールの導入を検討なり試行

している団体がありまして、資料に記載のとおりでございます。ごみ、子育て、イベントなど

の業務において試行運用でありますとか、本格運用がぼちぼち始まってきているといったとこ

ろでございます。  

 今、現時点で想定しております導入スケジュール及び経費見込でございますが、下段の表の

とおりでございまして、県と５市町村分の構築、これを平成３１年度の上期に行いたいと考え

ております。下期からの試行運用開始を目指したいと考えてございます。  

 経費ですが、平成３１年度の初期経費、それと運用経費、これは予算の要求ベースでござい

ますが、１団体あたり２２０万ぐらいですけれども、これにつきましては全額県負担でさせて

いただきたいと。それから、構築後の２年目からの実際の運用経費になります。これも大体年

間２００万弱ぐらいでございますが、これを各市町村で負担いただきたいというふうに考えて

おります。  

 ちょっと繰り返しになりますが、前のページに戻っていただきまして、平成３１年４月以降

に情報システム課の方からＡＩ自動化ツールの試行の募集案内をさせていただく予定でござい
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ます。導入経費、県費１０分の１０での試行事業でございますので、県と一緒にＡＩによる自

動化、業務の効率化に取り組まれる市町村様の積極的なご参加を期待しているところでござい

ます。  

 私からは以上でございます。ありがとうございました。  

【司会】  次は案件２「新県域水道ビジョンと一体化」につきまして、地域政策課の村上課

長から説明を申し上げます。  

【村上地域政策課長】  失礼いたします。地域政策課の村上でございます。私のほうからは、

新県域水道ビジョンについてご説明申し上げたいと思います。資料３、１ページをごらんいた

だければと思います。  

 そちらにも記載いたしていますように、水需要の減少でありますとか、人員不足、水道施設

の更新費用の増加と、水道事業を取り巻く経営環境は非常に厳しいものがございます。このた

め、県では平成２３年に「県域水道ビジョン」を策定いたしまして、その後、県営水道への水

源転換、磯城郡３町によります水平統合、上牧町・王寺町・河合町の３町によります施設共同

化を進めてきたところでございます。  

 平成２９年１０月には、このサミットの場におきまして、「県域水道一体化の目指すべき姿

と方向性」という構想をお示ししたところでございますが、昨年、平成３０年４月に県域水道

一体化検討会を立ち上げまして、県域水道一体化の議論を進めているところでございます。  

 今般、持続可能な水道事業の実現を目指しまして、昨年１２月に改正がされました水道法の

要素も取り入れさせていただいた新たな県域水道ビジョンを策定いたしまして、県域水道一体

化に向けた指針としたいというふうに考えているところでございます。  

 なお、新しいビジョンでは、県域を上水道エリアと簡易水道エリアというふうに２区分させ

ていただいております。  

 次のページをお願いいたします。まず上水道エリアでございます。  

 このエリアにおきましては、平成３８年（２０２６年）に県営水道と２８市町村の上水道事

業の経営統合を目指しているところでございます。広域連携によりまして、県域全体で施設を

適正に配置いたしまして、更新投資を抑制するとともに、業務の共同化を行い、民間委託を導

入することで効率化を図りたいと考えております。  

 これによりまして生じた人員で、技術継承のための職場研修を行うといった体制の強化を図

り、水道事業の持続的な経営を確保したいというふうに考えております。  

 次に、強靱化といたしまして、施設の耐震化、老朽化対策を促進するため、管路更新のルー
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ルを作成いたします。また、ソフト面では市町村域にとらわれない危機管理体制の再構築を目

指したいというふうに思います。また、水質の安全確保のため、管理の一元化も合わせて図っ

ていきたいというふうに考えております。  

 次に３ページ目をお願いいたします。簡易水道エリアでございます。  

 上水道エリアに比べまして、さらに厳しい経営環境がございます。これまでも県水道局によ

ります技術支援を行ってまいりましたが、現状を踏まえますと、各事業体が単独で課題解決す

ることには限界があるのではないかというふうに考えておりまして、広域的支援を行う受け皿

組織の構築を目指しているところでございます。  

 具体的には、本年度から広域的な共同管理体制の構築に向けまして、簡易水道広域連携推進

研究会を立ち上げまして、県と簡易水道エリアの１１村で積極的な議論を始めさせていただい

たところでございます。  

 最後、４ページ目をお願いいたします。平成３８年の経営統合を目指す上水道エリアにおけ

る課題についてでございます。  

 平成３２年（２０２０年）に県域水道一体化へのご参加を市町村にご判断いただき、覚書を

締結したいと考えているところでございますが、これを行うためには、コスト面でのメリット

が分かる定量的評価いわゆる財政シミュレーションと、経営統合後の事業体の方向性をお示し

いたします基本方針が必要になるところでございます。今後、経営統合を目指すに当たりまし

ては、その効果を一層発揮させるため、４ページの右側に列挙いたしていますような項目につ

きまして、整理、調整のほうをさせていただきたいというふうに考えております。  

 これらの検討に当たりましては県のほうで資料を作成いたしまして、市町村にお示しいたし

ますが、いずれの項目におきましても、それぞれの市町村様におきましてご判断いただく課題

であるということをご認識いただきまして、一体化に向けた検討に積極的にご参加いただけれ

ばというふうに考えているところでございます。ご協力のほど、よろしくお願いいたします。  

【司会】  ありがとうございました。それでは、情報提供案件の三件目に移ります。「奈良

県植栽計画の推進」について、景観・自然環境課の伊賀課長から説明を申し上げます。  

【伊賀景観・自然環境課長】  景観・自然環境課課長の伊賀でございます。私からは奈良県

植栽計画の推進につきましてご報告させていただきます。  

 資料４をごらんください。平成２６年３月に奈良県植栽計画を策定してから５年が経過した

ことから、これまでの成果とこれからの展開について報告します。  

 「なら四季彩の庭」づくりでは、奈良県を一つの庭と見立て、四季を感じさせる彩りと、見
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る・歩く・遊ぶなど人が楽しむことに着目し、５４の小さな庭、これを小庭（エリア）と呼び

ますが、を設定しまして庭づくりに取り組んできました。県でも県事業の推進に努めるほか、

植栽計画を推進する市町村に対する支援として補助金の活用やジャーナルの発行、ホームペー

ジによる情報発信などによる普及啓発に努めてきました結果、現在、５４あるエリアのうち、

５０のエリアにおいて事業に着手するなど一定の進捗を見ることができたと考えております。  

 また、これからの展開としましては、「なら四季彩の庭」づくりの一層の加速化と、エリア

の拡充を図るため、事業成果の体系化及び成功事例等を生かした横展開の促進、新規エリアの

検討、追加に取り組んでいきたいと考えていますが、「なら四季彩の庭」づくりは行政のみの

取組でなく、県民参加による持続的な維持管理の促進など、全県的、継続的な県民運動に高め

ていくことが最重要課題であると考えており、植栽計画の条例化の検討にも取りかかったとこ

ろです。  

 このページは、その植栽条例の基本的な考え方です。県、市町村、県民、事業者が各々の役

割を担い、連携・協働する全県的な取組としていくことが条例の狙いと考えており、有識者の

意見を取り入れながら来年度の制定を目指したいと考えております。  

 次は、植栽計画の進捗状況です。５４のエリアのそれぞれに幾つかの処方という具体的な小

事業を位置付けており、全体で３５５箇所、管理を除くと２９０カ所ありますが、その処方の

平成２９年度末時点の着手率は６割余りとなっております。  

 事業成果についての体系化ということで、植栽計画における取組を幾つかの視点から分類し、

好事例集として紹介します。これらの好事例を参考として、「四季彩の庭」づくりが県内各所

に広がっていくことを期待するものです。  

 まず、景観資源の水辺に関する取組事例です。左の写真が事業実施前、右の写真が実施後と

なっております。  

 続いて、田園に関する取組事例です。  

 次は、森林・山岳に関する取組事例です。植栽計画では花や木を植える取組だけでなく、支

障となる木や竹を伐採することによる景観の向上にも取り組んでいます。  

 次は、歴史的文化遺産に関する取組事例です。社寺の境内などの私有地の景観向上に行政と

してどのような形で貢献していくかは一つのテーマかと思っております。  

 続きまして、沿道などのまちでの取組事例です。  

 こちらは、花の名所など人が集う場での取組事例です。  

 ここからは、地域住民等の参加、活用に関する取組事例です。上の段は奈良市都跡地区で構
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成される団体ゆめみあーとさんの活動です。大宮通りの歩道にある花壇の世話を計画当初から

続けていただいております。下の段は同じく奈良市の五条町自治会さんの活動の様子です。  

 こちらは、ボランティア団体緑友会さんの活動の様子です。天理市の崇神天皇陵付近の耕作

放棄地で草刈りや剪定、柿やスモモなどの植栽、栽培を行い、果樹園風景の復元に尽力してい

ただいております。  

 続いては、宇陀市にあります佛隆寺の境内で宇陀市さんとボランティアの協働により彼岸花

の名所復活に取り組んだ事例です。平成２３年頃まで彼岸花の群生する名所でしたが、イノシ

シなどの獣害により彼岸花はほぼ全滅となってしまいました。宇陀市さんの指導のもと、獣害

防止柵を設置し、彼岸花の球根の寄附と植えつけをするボランティアの募集を行い、毎年、植

えつけを行った結果、平成３０年秋にはある程度往時に近い姿となってきたところです。  

 最後は現在検討中の新規エリアの一覧です。一番下の２カ所につきましては、昨年９月に新

規エリアとして植栽計画に位置づけられたエリアで、ほかの１０カ所につきましては植栽計画

への追加へ向けて関係機関等と今現在、検討を進めているところでございます。植栽計画はた

だ切ったり、植えたりしただけでなく、その後の維持管理が非常に大切でございます。今後は

全県的に継続的な県民運動して促進できるよう取り組んでまいりますので、各市町村におかれ

ましては、直接事業として参加いただくことや、市町村を通じまして住民の方々にご協力いた

だくことも多々あろうかと思いますが、植栽計画の推進を通じてきれいな奈良県づくりに努め

てまいりますので、ご協力のほど、よろしくお願いします。  

 以上をもちまして報告を終わります。どうもありがとうございました。  

【司会】  ありがとうございました。情報提供いたしました案件につきまして、ご質問等は

ございませんでしょうか。ございましたら挙手をいただければ、係の者がマイクをお持ちいた

しますが、大丈夫でございますでしょうか。  

 また何か不明な点がございましたら、それぞれ関係の担当の課に寄せていただければと存じ

ますので、よろしくお願いいたします。  

 質問がないようでございますので、これをもちまして本日の議題は全て終了いたしました。  

 それでは、これをもちまして平成３０年度第４回奈良県・市町村長サミットを終了いたしま

す。ありがとうございました。  

 ―― 了 ――  


